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ガス事業法における災害時連携計画の制度化
⚫ 都市ガス分野では、ガス事業法第163条※1(ガス事業者※2に対する連携・協力義務の規定)により、具

体的には、国のガイドライン※3や一般社団法人日本ガス協会の「非常事態における応援要綱」に基づき、
適切に被災地域内外の連携を実施してきた。

⚫ 電気事業法における災害時連携計画の規定も踏まえ、ガス事業法においても、一般ガス導管事業者
に対して、災害時連携計画(一般ガス導管事業者間の連携に係る計画)を作成する義務を課し、災
害時の具体的な連携内容についての規定や、経済産業大臣による計画変更勧告・計画実施勧告の
規定を設けた。

⚫ 令和４年９月１日に施行し、同日付で一般ガス導管事業者193者が共同で災害時連携計画を作
成し、経済産業省へ届出が行われた。

※1 「ガス事業者は、公共の安全の維持又は災害の発生の防止に関し、相互に連携を図りながら協力しなければならない。」(ガス事業法第163条)
※2 「ガス事業者」：「ガス小売事業者」 「一般ガス導管事業者」 「特定ガス導管事業者」 「ガス製造事業者」
※3 「ガス事業者間における保安の確保のための連携及び協力に関するガイドライン」(経済産業省)
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⚫ 令和4年

– 6月15日：成立 （第２０８回通常国会）

– 6月22日：公布

– 9月1日：災害時連携計画（ガス事業法）施行

⚫ 令和５年

– 3月20日（公布の日から9月以内で政令で定める日）：

• 小規模事業用電気工作物及び登録適合性確認機関（電気事業法）施行

– 12月頃まで（公布の日から1年6月以内で政令で定める日）：

• 認定高度保安実施事業者制度（高圧ガス保安法・ガス事業法・電気事業法）施行

• 燃料電池自動車等の規制の一元化（高圧ガス保安法）施行

• IPAに対する調査の要請（高圧ガス保安法・ガス事業法・電気事業法・情報処理の促
進に関する法律）施行

⚫ 令和８年

– 12月頃まで（認定高度保安実施事業者制度の施行から3年を経過した日）：

• 高圧ガス保安法の現行認定制度の廃止
（廃止の日から3年6月の間は移行措置により既存の認定は有効）
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（参考）施行スケジュール（まとめ）




